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第１章 経営戦略の策定趣旨と位置づけ 

１ 経営戦略の策定趣旨 

本市水道事業は、1954（昭和 29）年 3 月に現 JR 予讃線以北尻無川以西を給水区

域とし、計画給水人口を 35,000 人として事業認可を受け、1956（昭和 31）年 1

月から給水を開始しました。以後、６次にわたる拡張事業で水道施設の整備を進め、

2022（令和４）年度末現在では、給水人口 112,285 人、給水戸数 56,338 戸とな

り、普及率は９７.７％となりました。 

令和４年１０月からの料金改定により、令和４年度は黒字決算となっておりますが、

今後も水需要は減少が続く傾向であり、それに伴って給水収益も減少していくことが見

込まれます。しかし、このような状況下においても施設の更新や耐震化を計画的に推進

していく必要があり、水道事業を取り巻く経営環境は厳しさを増しています。 

本市では、平成３０年度に、今後の経営の見通しを立て、事業全般において一層の効

率化を図り、将来にわたって安全な水を安定して供給するため、「新居浜市水道事業経

営戦略」（以下、「本経営戦略」という）を策定しましたが、令和４年１月に総務省が示

した、「経営戦略の改定推進について」の中で、策定した経営戦略に沿った取り組み状

況を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルを通じて３から５年内の見直しを令和７年度までに完了

することが求められています。 

そこで、今回、策定から５年が経過したことから、現時点での経営面の現状把握・分

析を改めて行うとともに、「投資計画」及び「財政計画」について、直近の経営状況を

踏まえて今後の適切な更新需要や資金残高及び財源について再検討し、中長期的な視野

で経営基盤強化を目指す計画としています。 

 

２ 経営戦略の位置づけ 

本経営戦略は、本市新水道ビジョンでの各種施策等との整合を図りつつ、国の「新水

道ビジョン」で示された水道の理想像をめざして作成するものです。また、2014（平

成 26）年 8 月に総務省から通達のあった「公営企業の経営に当たっての留意事項につ

いて」の中で要請されている“経営戦略”として記載すべき内容を踏まえ、総務省が示

す経営戦略策定・改定ガイドライン等を基に見直したものとなっています（図 1.1 参

照）。 

したがって、本経営戦略は、本市水道事業の中長期的な事業運営方針を示す“経営面

での最上位計画”と位置づけます。 
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             図 1.1 経営戦略の位置づけ 
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３ 経営戦略の内容 

本経営戦略では、アセットマネジメント手法を用いて中長期的な更新需要と財政収支

の見通しを立てたうえで、計画期間内における具体的な投資計画と財政計画を均衡させ

た投資・財政計画を示します（図 1.2 参照）。 

なお、計画期間としては、2024～2033 年度の 10 年間とし、PDCA サイクルで

の見直しを 3～5 年毎に行います。 

 

アセットマネジメント（中長期的な見通し）

投

資

今後の事業量をつかむ 財源確保のあり方を考える

経営戦略（投資・財政計画）

更新需要の見通し 財政収支の見通し

今後10年を具体化

財

源

ギャップ
解消

（収支均衡）

投資計画 財政計画

投資計画と財政計画を
均衡させた投資・財政
計画を策定する

図 1.2 経営戦略の内容 
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第２章 水道事業の現状と課題 

１ 水需要の状況 

（1）給水人口・給水戸数の状況 

本市水道事業では、少子高齢化等に伴って給水人口が年々減少しています。核家族

化等の影響で増加を続けていた給水戸数については、2021（令和３）年度から2022

（令和４）年度はほぼ横ばいとなっています（図 2.1 参照）。 

 

図 2.1 給水人口・給水戸数の推移（実績） 

（2）給水量の状況 

年間給水量及び年間有収水量は、節水型機器の普及や生活様式の変化等に伴って、

2019（令和元）年度から 2020（令和 2）年度までの期間を除き減少を続けてい

ます。 

また、有収率は 2018（平成 30）年度にピークとなり、その後減少していますが、

漏水防止対策を強化していることもあり、高い水準を維持しています。2022（令和

4）年度の有収率は 92.4％となっています（図 2.2 参照）。 

 
図 2.2 年間給水量・有収水量及び有収率の推移（実績） 
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（3）今後の見通し（人口の見通し） 

今後の行政区域内人口については、「新居浜市人口ビジョン」〔2015（平成 27）

年 12 月〕における“将来人口の展望”によると、2040 年まで 10 万人を維持し、

2060 年の目標人口は 9 万人となる見通しです（図 2.3 参照）。 

また、本市水道事業の基本計画策定業務の基となる水需要予測において行った給水

人口の予測値を実績値と比較すると、2022（令和４）年度には予測値を下回ったも

のの、おおむね予測値に近い値で推移しています（図 2.4 参照）。 

 

図 2.3 行政区域内人口の見通し（本市人口ビジョン） 

 

 

図 2.4 水需要予測における給水人口の見通しと実績値 
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（4）今後の見通し（水需要予測） 

有収水量は、人口減少や節水型水使用機器の普及等を考慮して、用途別（生活用、

業務営業用、工場用）に算出します。結果は生活用水や業務営業用水の減少に伴って

有収水量全体としても緩やかに減少を続ける見通しです。2033 年度には約 3.2 万

m3/日、2039 年度には約 3.1 万 m3/日まで減少する見通しとなります（図 2.5 参

照）。 

 

図 2.5 今後の水需要見通し（水需要予測） 
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２ 水道施設・管路の更新需要の増加 

本市水道事業は、3 つの給水区に分かれており、それぞれの区域内に整備した水源

（地下水）から取水し、滅菌及び一部送水場で浄水処理した後に配水池へ送水し、自

然流下で各家庭に給水しています（図 2.6 参照）。 
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（川西給水区） （川東給水区） （上部給水区）
No 水源名 計画取水量 No 水源名 計画取水量 No 水源名 計画取水量

1 政枝第1水源 1,500 m3/日 10 横地水源 3,800 m3/日 16 吉岡水源 15,900 m3/日
2 政枝第2水源 1,100 m3/日 11 宇高第1水源 2,800 m3/日 17 角野水源 2,700 m3/日
3 桜内水源 3,500 m3/日 12 宇高第2水源 3,500 m3/日 18 上泉水源 2,700 m3/日
4 西高木水源 2,000 m3/日 13 下泉北水源 3,600 m3/日 19 北内東水源 2,700 m3/日
5 庄内西水源 2,700 m3/日 14 下泉南水源 2,900 m3/日 20 角野新田水源 3,000 m3/日
6 庄内東水源 2,600 m3/日 15 田の上水源 2,000 m3/日 21 角野新田東水源 3,700 m3/日
7 城下水源 2,500 m3/日 22 城主水源 7,300 m3/日
8 東高木水源 2,200 m3/日

9 天神の木水源 4,000 m3/日 合計 78,700 m3/日

送水場名 浄水処理方法 送水場名 浄水処理方法 送水場名 浄水処理方法
滝の宮送水場 滅菌処理 清住送水場 脱酸素塔＋除鉄・ 瑞応寺送水場 滅菌処理

除マンガンろ過 新山根送水場 滅菌処理
＋滅菌処理

配水池名 貯留量 配水池名 貯留量 配水池名 貯留量
金子山配水池 6,000 m

3 清住配水池 4,500 m
3 瑞応寺配水池など

7施設 18,940 m3

合計 29,440 m3

水源

送水場

配水池

 

図 2.6 本市の水道施設 
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供用開始年月日 昭和３１年１月 

法適・非適の区分 全部適用 

計画給水人口 120,000 人（令和 4 年度末現在） 

現在給水人口 112,285 人（令和 4 年度末現在） 

有収水量密度 2.17 千㎥/ha 

水源の種類 地下水 

施設数 

浄水場設置数 ０ 箇所 

送水場設置数 ４ 箇所 

配水池設置数 ９ 箇所 

 施設能力 80,840㎥/日 

 管路延長 619 ㎞（令和 4 年度末現在） 

 施設利用率 67.11％（令和 4 年度末現在） 

表 2.1 本市の水道事業の概要 

 

水道施設の取得価格について工種別で整理すると、土木・建築構造物が 41 億円

（13％）、管路が 224 億円（70％）、機械・電気設備等が 55 億円（17％）とな

っており、区域内に埋設されている管路の占める割合が非常に高いことがわかります。 

また、取得年度別でみると、町村合併により順次給水区域を拡大した 1970 年代以

降で取得価格が大きく増加しています（図 2.7 参照）。 

 

 

 

 

 

図 2.7 取得年度別での取得価格 

全体での割合 
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本市水道施設の大部分を占める管路の延長は、2022（令和 4）年度末時点では約

619km となっています。 

管種別でみると、小口径管路に使用する塩化ビニル管の割合が 42％、大中口径管

路に使用する鋳鉄管（主にダクタイル鋳鉄管）が 43％となっており、近年は塩化ビ

ニル管に代わってポリエチレン管を使用しています。 

布設年度別でみると、1970 年代から増え始め、1993～1997（平成 5～9）年

度をピークとし、2002（平成 14）年度あたりまで布設延長の多い期間となってい

ます。特に管路の法定耐用年数である 38 年を超える管路（老朽管）は、2022（令

和 4）年度末時点では約 170km となっており、全体の 28％を占めています（図

2.8 参照）。今後も管路全体に占める老朽管の割合は増加していく見込み（図 2.9 参

照）であり、管路は全体資産に占める割合が高いため、計画的な更新は非常に重要な

課題となります。 

 

 

 

 

図 2.8 布設年度別での管路延長 

 

全体での割合 

法定耐用年数（38 年） 

を超える管路：170km 

（全体の 28％） 
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図 2.9 管路全体に占める老朽管の割合 

 

また、水道施設は地震発生時に最も被害を受けやすいライフラインと言われており、

老朽化した管路の多くで破損事故が起こると、市内全域で長期間の断水や道路交通な

どに支障が生じ、市民生活へ多大な影響が出ることが危惧されます。こうした災害が

起こった際に被害を最小限に留め、迅速な復旧が出来るよう施設の耐震化を進める必

要がありますが、施設や管路の全てを耐震化するためには、膨大な費用を必要とし、

短期間で実現することは困難です。そのため、配水池や基幹管路などを優先して整備

を進めているところです。 

2021（令和３）年度末の配水池耐震化率（71.4％）は、新山根配水池や船木配水

池などの新設及び瑞応寺配水池の耐震補強を実施した結果、数値が改善し、全国平均

及び類似団体平均を上回っています。また、202１（令和３）年度末の基幹管路の

耐震化率（３８.６％）は、全国平均の（41.2％）及び類似事業体平均（47.０％）

と比べて、低い値となっており、全国で災害や老朽化などによる水道管の破損事故に

よる断水などが相次ぐ中、生活に大きな影響が出ないよう、今後も更に耐震化を進め

ていく必要があります（図 2.10～図 2.11 参照）。なお、２０２２（令和４）年度決

算においては、４１．９％に改善しています。 

 

◎類似事業体平均とは 

 類似事業体平均とは、本市と同様に地下水等を主な水源とし、給水人口が 10～15

万人、有収水量密度（給水区域内における利用者の密集度合い）が全国平均以上と

なる 14 事業体に本市を加えたものです。 

 14 事業体…足利市（栃木県）、鴻巣市（埼玉県）、習志野市（千葉県）、武蔵野市、

昭島市（東京都）、座間市（神奈川県）、各務原市（岐阜県）、三島市、富士宮市、

焼津市、藤枝市（静岡県）、伊勢市（三重県）、防府市（山口県）、延岡市（宮崎県） 

 

現有資産を更新しない

場合、法定耐用年数を

超えた管路の割合は増

加していきます 
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※類似事業体平均は「水道統計」（公益社団法人日本水道協会）をもとに算出。 

図 2.10 配水池耐震化率の推移 

 

 

 

 
※類似事業体平均は「水道統計」（公益社団法人日本水道協会）をもとに算出。基幹管路とは導水管＋送水管＋配水本管。 

図 2.11 基幹管路耐震化率の推移 
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３ 経営の状況 

（1）水道料金の状況 

水道事業は、「独立採算制」という、水道を利用する市民の皆様からの水道料金で事

業運営を行っています。本市の水道料金は、用途（家庭用、業務用、大口用、公衆浴

場用）ごとに基本水量と基本料金が設定されており、基本水量を超えて使用した場合

は従量料金がかかります。料金改定は、消費税率引き上げに伴う改定を除くと、1997

（平成 9）年 4 月から料金改定を行っていませんでしたが、2022（令和４）年１

０月使用分より、２５年ぶりとなる料金改定を行いました（表 2.２参照）。 

料金の水準は、料金算定期間中において事業運営に必要となる人件費や維持管理に

係る営業費用と、安定した給水を持続するための投資となる資産維持費（２％）を合

わせた総括原価が料金収入となるように設定しています（図 2.1２参照）。 

また、愛媛県内他市の水道料金と比較すると、本市は地下水を水源としており、ダ

ムや河川からの表流水と比べて浄水処理にかかるコストを低く抑えているため、平均

に比べてかなり低い値となっています（図 2.13 参照）。 

 

表 2.２ 水道料金（令和５年 4 月現在）※税抜き 

用   途 
基本水量、基本料金 
（１月につき） 

従 量 料 金 
（１m3につき） 

家 庭 用 10m3以下 1,110 円 
10 m3を超え20 m3以下 133 円 
20 m3を超え40 m3以下 172 円 
40 m3を超えるもの 185 円 

業 務 用 10 m3以下 1,785 円 
10 m3を超え20 m3以下 180 円 
20 m3を超えるもの 185 円 

大 口 用 300 m3以下 
45,300

円 
300 m3を超えるもの 185 円 

公衆浴場用 100 m3以下 
11,000

円 

100 m3を超え 300 m3

以下 
120 円 

300 m3を超えるもの 125 円 
※1） 家庭用で１月の使用水量が 10m3未満のものに係る水道料金については、その使用水量と基本水量との

差１m3につき 53 円を減額するものとし、その限度を 159 円とする。 

※2） 上記の表により算定した額に、100 分の 110 を乗じて得た額。ただし、その額に 1 円未満の端数が

生じたときは、その端数金額を切り捨てる。 

 

 

図 2.12 総括原価方式の水道料金算定イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

※ 料金算定期間：現行の料金は、令和４～７年までの４年間として算定を行い、次回は、令和８年～１１年の
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４年間を算定期間とし、水道料金の検証・見直しを行う。 

   

 

図 2.13 県内市水道料金の比較 20m3当たり家庭用料金 

〔2023（令和５）年 4 月現在〕 
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（2）財政収支の状況 

①給水収益 

給水収益は、水需要の減少に伴って年々減少していましたが、令和４年１０月か

ら料金改定を行ったことで、2009（平成 21 年度）年と同水準を確保しています。

（図 2.14 参照）。 

 
図 2.14 給水収益の推移 

 

②収益的収支 

純利益は、2022（令和４）年度に増加を示しています。これは、令和４年 10

月からの料金改定に伴って給水収益が増加したことによるものです。令和５年度は

年間を通じて改定後の給水収益が入ってくるため、さらに増加する見込みですが、

その後は給水人口の減少によって給水収益が減少するため、これに伴って水道事業

収益も減少していく見込みです。 

水道事業費用は減価償却費の増加があるものの、人件費や支払利息（企業債の利

息返済分）の減少と相殺されて横ばいの状況です。しかし、2022（令和４）年度

決算では、電気料金の高騰によって動力費が増加しています（図 2.16 参照）。ま

た、物価高騰の影響によって経費全体が増加する見込みがあることや、今後は借入

金の利率の上昇も予想されることから、費用負担の増加が見込まれます。 
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図 2.15 収益的収支と当年度純利益の推移 

 

 

図 2.16 近年の動力費の推移 
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③企業債残高 

経営戦略に基づき、企業債残高を圧縮するために、償還額の範囲内に借入を抑制

し、大型事業への投資に伴う財源として借入した企業債の償還が進んだことで、

2022（令和 4）年度には、企業債残高は 2017（平成 29）年度の水準まで減少

しています（図 2.17 参照）。 

 

 

図 2.17 企業債残高の推移 

 

④資本的収支と自己資金 

自己資金は、施設の更新投資等にかかる建設改良費の規模や企業債の借入額等に

よって増減がありますが、次年度へ工事を繰越し、当該年度の事業量が減少するな

どの理由で当該年度の建設改良費が少なかった 2017（平成 29）年度や 2020

（令和２）年度には資金残高が一時的に増加しています。2022（令和４）年度に

は料金改定により給水収益が増加したことで、残高は回復しています（図 2.18 参

照）。 

しかし、ひとたび大規模な災害が起こり、水道施設が被災した際には、一時的に

収入が途絶することや、速やかに復旧を行う必要があることなどから、資金が必要

となることを想定し、最低でも 10 億円程度の残高の確保が必要であることや、今

後、管路の更新・耐震化にかかる費用の増加に対して、必要な財源を一定程度以上

確保しておくことが重要です。 

借入を抑制し、 

企業債残高を圧縮 
大型事業へ投資する 

ための財源確保として 

新たに企業債借入れ 
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図 2.18 建設改良費と自己資金の推移 
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（3）組織の状況（組織の見通し） 

本市水道局は、平成 31 年に公共下水道事業が公営企業法の適用を開始するのに合

わせて、水道部門と公共下水道部門の組織統合を図り、上下水道局となりました。

2023（令和 5）年 4 月 1 日現在、4 課 14 係 59 人（定数内職員数）で事業を運

営しており、そのうち水道事業に関連するのは３課11係32人です（図2.19参照）。 

職員の年齢構成をみると、50 歳以上の職員が約半数近くの 46.8％、40～49 歳

の職員が 28％となっており、全体の約４分の３が熟練・中堅職員となっています。

事務職員についてはここ 10 年間で、組織体制や事務事業の見直しを行ってきたこと

により減少してまいりましたが、技術職員においては技術継承への対応として職員の

若返りを図っており、過去 10 年の職員数はほぼ横ばいとなっています（図 2.20～

図 2.21 参照）。 

今後は、民間事業者の技術やノウハウの活用などによって職員の削減が期待できる

取組については検討・実施を行い人件費の削減を目指す一方で、必要な技術職員等の

確保については柔軟に対応し、計画している事業量を確実に実施できる体制を確保し

ます。 

 

 

図 2.19 組織体制図〔2023（令和 5）年 4 月 1 日〕 
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図 2.20 職員数の推移  
図 2.21 職員の年齢構成 

〔2023（令和 5）年 4 月 1 日現在〕 
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４ 経営指標の分析 

本市の経営状況について、毎年公表している「経営比較分析表」の経営指標を用いて

分析を行います。分析にあたっては、経営の健全性・効率性、老朽化の状況といった観

点で整理し、類似事業体平均（10 ページ参照）との比較を行います。 

 

（1）経営の健全性・効率性 

①経常損益（経常収支比率） 

経常収支比率は、当該年度において、給水収益等で維持管理費や支払利息等の費

用をどの程度まかなえているかを表す指標であり、黒字となるためには 100％以

上である必要があります。 

本市の値は常に 100％以上となっており、類似事業体平均と比べても同程度の水

準であることから特に現時点で問題はありませんが、今後も収益性が低下していか

ないように注意が必要です（図 2.22 参照）。 

なお、2022（令和 4）年度決算においては、10 月からの料金改定の影響によ

って数値は 125.19％に改善しています。 

 

図 2.22 経常収支比率の推移 
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②累積欠損（累積欠損金比率） 

累積欠損金比率とは、営業活動により生じた損失を表す指標であり、0％である

ことが求められる指標です。 

本市の値は常に 0％であり、損失は生じていません（図 2.23 参照）。 

 

              図 2.23 累積欠損金比率の推移 

 

③支払能力（流動比率） 

流動比率とは、1 年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等の

状況を示す指標であり、100％以上であることが必要です。 

本市の値は常に 100％以上であり、一定の支払能力を有していますが、類似事業

体平均と比べると低い値を推移しています（図 2.24 参照）。 

 

  図 2.24 流動比率の推移 
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④債務残高（企業債残高対給水収益比率） 

企業債残高対給水収益比率とは、給水収益に対する企業債残高の割合を用いて企

業債残高の規模を表す指標です。 

本市の値は、類似事業体の平均を大きく上回っています（図 2.25 参照）。これは

「第 2 章 3 経営の状況」でも示したとおり、大型事業への投資のために資金を

借り入れたことにより企業債残高が増加したことが原因です。なお、2022（令和

4）年度は 10 月からの料金改定により数値は 340.1％まで低下しています。 

 

  図 2.25 企業債残高対給水収益比率の推移 

 

⑤料金水準の適切性（料金回収率） 

料金回収率とは、給水にかかる費用が、どの程度給水収益でまかなえているかを

表した指標であり、この指標が 100％を下回っていると、給水にかかる費用が給

水収益以外の収入でまかなわれていることを意味します。 

本市の値は 100％以上となっており、給水収益以外の収入に依存しない状況とな

っています（図 2.26 参照）。 

 

図 2.26 料金回収率の推移 
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⑥費用の効率性（給水原価） 

給水原価とは、有収水量 1m3当たりどれだけの費用がかかっているかを表す指標

です。 

本市は地下水を利用し、水源水質が良好であることから、浄水処理コストを低く

抑えることができています。また、給水区域内に水源があるため、水源と利用者間

の輸送コストも低く抑えられており、その他経費節減の取組みも含め、類似事業体

平均と比べてかなり低い値となっています（図 2.27 参照）。 

 

    図 2.27 給水原価の推移 

                                    

⑦施設の効率性（施設利用率） 

施設利用率とは、一日当たりの施設配水能力に対する一日平均給水量の割合であ

り、施設の利用状況や適正規模を判断する指標です。 

本市では類似事業体平均と比べて高い利用率を示していますが、水需要の減少に

伴って利用率も低下してきています（図 2.28 参照）。水需要は今後も減少傾向が

続くと考えられるため、水需要の減少に応じた施設規模への見直しを考えていく必

要があります。 

 

   図 2.28 施設利用率の推移 
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⑧供給した配水量の効率性（有収率） 

有収率とは、年間配水量に対する年間有収水量の割合であり、この数値が高いほ

ど利用者へと供給した配水量が収益につながっていることを示しています。 

本市の値は類似事業体平均と比べて高く、漏水防止対策の効果が表れています（図

2.29 参照）。 

 

   図 2.29 有収率の推移 

（2）老朽化の状況 

①施設全体の老朽化度合い（有形固定資産減価償却率） 

有形固定資産減価償却率とは、有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がど

の程度進んでいるかを表す指標であり、この数値が大きいほど資産の老朽化度合い

が進んでいることを示しています。 

本市では、新山根・船木配水池や基幹管路などの整備に伴って、老朽化の度合い

がやや緩やかになっています（図 2.30 参照）。ただし、今後も増加する老朽化施

設や管路への対応は必要です。 

   

    図 2.30 有形固定資産減価償却率の推移 
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②管路の経年化の状況（管路経年化率） 

管路経年化率とは、法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標であり、管

路の老朽化度合いを示しています。 

本市では、1970 年代中盤以降の布設延長が多いため、2015（平成 27）年度

以降、類似事業体平均を超える値で増加しています（図 2.31 参照）。今後も老朽

化する管路は増加することから、計画的に管路更新を進めていく必要があります。 

 
    図 2.31 管路経年化率の推移 

   

③管路の更新投資の実施状況（管路更新率） 

管路更新率とは、当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標であり、管路の

更新ペースや状況を把握できる指標です。 

本市では、類似事業体平均を上回る更新率でしたが、2019（令和１）年度以降、

数値が低下し、2020～2022（令和 2～4）年度の平均が０.56％となっていま

す。今後もこのペースで更新を行った場合、全ての管路の更新に 178 年かかる計

算になることから、水道施設を健全な状態に保つためには、さらに更新を加速化さ

せる必要があります（図 2.32 参照）。 

 

    図 2.32 管路更新率の推移 
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（3）まとめ 

経営指標による分析結果をまとめると、今後も水需要減少が続くことに伴う収益性

の悪化が更新需要増加に対する財源確保の面で大きな課題となることがわかります

（図 2.33 及び表 2.３参照）。この課題に対する取組みの方向性や内容については、

次章以降でお示しします。 

 
図 2.33 経営指標による分析結果のまとめ 

（類似事業体平均を 50 としたときの偏差値） 

 

表 2.３ 経営指標による分析結果のまとめ 

新居浜市の 新居浜市の

偏差値 偏差値(2016)

経常損益 経常収支比率 111.81 ％ 116.24 ％ 45.4 46.4 今後の収益性低下に要注意

累積欠損 累積欠損金比率 0.00 ％ 0.00 ％ 50.0 50.0 問題なし

支払能力 流動比率 279.83 ％ 361.83 ％ 46.1 45.6
今後の更新需要に対する自己資金確

保が必要

債務残高
企業債残高

対給水収益比率
399.30 ％ 208.06 ％ 36.5 42.1 企業債への依存度が高い

料金水準の適切性 料金回収率 105.60 ％ 111.10 ％ 44.7 44.9
2022（令和４）年度の料金改定に

より改善の見込みである

費用の効率性 給水原価 105.99 円/m3 123.05 円/m3 56.3 55.8
浄水処理コストなどを抑えており、効率

性が高い

施設の効率性 施設利用率 68.47 ％ 65.16 ％ 53.5 54.2
現状では効率性高いが、水需要減少

で今後規模の適正化必要

供給した配水量

の効率性
有収率 92.56 ％ 89.79 ％ 53.9 55.6 漏水防止対策の効果が見られる

施設全体の

老朽化度合い

有形固定資産

減価償却率
48.92 ％ 49.17 ％ 50.7 48.8

改善がみられるが、今後も増加する老

朽化施設・管路への対応が必要

管路の

経年化の状況
管路経年化率 26.64 ％ 19.41 ％ 38.5 40.7 今後も計画的な管路更新が必要

管路の更新投資

の実施状況
管路更新率 0.66 ％ 0.73 ％ 47.5 51.4 管路更新ペースを速める必要がある

※偏差値は、50点より高いと類似事業体平均よりも評価が高く、50点未満であれば評価が低い。

　　50点以上を　　　　45点以上50点未満を　　　　45点未満を　　　　　で表示する。

分析・評価
実績値（2021年度）

類似事業体平均新居浜市
項目 対応する経営指標
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第３章 経営戦略の基本理念と方向性 

１ 基本理念 

本市新水道ビジョンでは、おいしい水を未来の子どもたちへ残していくことを願い、

基本理念を『おいしい水を、子どもたちへ ～潤いのある街、にいはま～』としていま

す。 

この基本理念は、経営戦略での基本理念としてもふさわしいものと考え、本経営戦略

の基本理念として位置づけます（図 3.1 参照）。 

図 3.1 本経営戦略の基本理念 

２ 方向性 

基本理念を達成するためには、本市新水道ビジョンで示した『安全』、『強靭』、『持続』

の３つの施策目標の実現をめざしていかなければなりません。しかし、水需要減少、更

新需要増加等の本市水道事業を取り巻く今後の厳しい経営環境を踏まえ、目標達成まで

の道のり（方向性）については時点修正が必要です。 

そこで、施策目標の実現に向けた方向性としては、蛇口から出る水道水の品質に直結

する『安全』に関する施策を着実に進めつつ、『強靭』に関わる施策については、大規

模災害に備え、施設・設備の正確な状況を把握し、重要度や優先度を踏まえて投資額の

合理化を図ることとします。また、『持続』に関わる施策としては、投資以外の経費に

ついて、資源やエネルギーの有効活用を図るとともに継続的な縮減や組織力の強化に努

め、必要な投資に対する財源確保を行うことで、「投資計画」と「財政計画」の収支均

衡をめざします（図 3.2 参照）。 

 

図 3.2 本経営戦略の方向性 
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第４章 事業基盤強化への取組み 

持続可能な経営の実現に向けて、水道事業の基盤強化の取組みを整理します。 

 

１ 安心・安全な水道水の供給体制確保の取組み 

（１） 安定供給体制の確保 

（これまでの取組みと課題） 

 水源池や配水池などの水道施設の監視及び制御を行うシステム（中央監視システ

ム）により、市内の水道施設を一元的に管理しています。 

 水道法に定められた 51 項目の水質基準検査項目に加え、農薬類やクリプトスポ

リジウム等検査など、水質の安全確保に向けた検査を実施しています。 

 

（今後の取組み） 

 中央監視システムについて、計画的に維持管理・更新を行い、監視体制を維持し

ます。 

 水質検査機器等の適切な整備・更新を図り、検査精度の確保に努めます。 

 

（２） 災害に備えた危機管理体制の強化 

（これまでの取組みと課題） 

 大規模災害等に備え、「応急給水・応急復旧計画マニュアル」を策定し、地域団体

等との連携・協力協定を締結しています。 

 

（今後の取組み） 

 応急給水・応急復旧計画マニュアルに基づいた災害時体制の構築を図ります。 

 災害発生時の応急給水や応急復旧について、マニュアルに基づく対応が適切に行

うことができるように、防災訓練等を計画的に実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４.１ 給水訓練の様子 
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２ 投資額の合理化等の取組み 

 重要度・優先度を踏まえた施設や管路の適正な更新（ダウンサイジング） 

 

（これまでの取組みと課題） 

 地区別の人口推移などから今後の水需要を予測した上で、計画給水人口を見直し

た事業基本計画を 2020（令和 2）年度に策定しました。 

 新山根送水場から大久保中継場までの送水管を整備することで高祖送水場を廃止

し、施設の削減を行いました。 

 整備中の滝の宮送水場の新設ポンプを適正な出力に縮減しました。 

 工事コストについては、建設工事にかかる工法や使用資材の見直しによる建設費

用の最小化に努めています。 

 

（今後の取組み） 

 アセットマネジメントを推進し、今後の水需要の減少を踏まえて、施設・設備の

さらなるダウンサイジングやスペックダウンに取り組みます。 

 工事コストの縮減策として、設計時に安全性やランニングコストを考慮した工法

と資材の検討を行い、当該工事における最適な方策を選定します。また、下水道

や道路整備などの他事業課所で発注される工事と競合する場合には、工程や工事

範囲などについて事前に調整を行うことで、工期の縮減や手戻り工事の防止に努

めます。 

 

３ 健全で安定した経営のための基盤強化の取組み 

（１） 民間事業者の技術・ノウハウの活用 

（これまでの取組みと課題） 

 メーター検針業務や水道料金の徴収及び滞納整理業務、また、施設保全に係る業

務について民間事業者への委託化を図ってきました。 

 業務の効率化や事務事業の見直しを行い、民間事業者への外部委託の範囲を拡大

しました。 

 

（今後の取組み） 

 組織体制や事務事業を見直す中で、さらなる官民連携方策について検討していき

ます。 

 上下水道局内でウォーターPPP についての検討を行い、公共下水道事業、工業用

水道事業を含めた横断的な官民連携についての可能性を探っていきます。 
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（２） 広域連携  

（これまでの取組みと課題） 

 広域連携等推進協議会として、2016（平成２８）年６月に「愛媛県水道事業経

営健全化検討会」が設置され、災害対応や事業統合、経営健全化に向けた検討を

継続的に行い、将来を見据えて維持管理業務など連携可能な分野について検討を

行う方針としました。 

 令和元年１月に、「愛媛県水道広域化推進プラン検討委員会」を設置し、現状把握

や将来の見通しに必要な情報を集約し、広域化実施による効果額のシミュレーシ

ョンを実施しました。また、これらをもとに、2022（令和４）年度には「愛媛

県水道広域化推進プラン」を策定しました。 

 

（今後の取組み） 

 東予地区での協議を進め、資材の共同発注や、システムの共同契約など、連携可

能な分野の拡大を検討します。 

 「愛媛県水道広域化推進プラン」での検討の結果を踏まえ、広域化をはじめとし

た水道事業の基盤強化について、「水道基盤強化計画」の策定を目指し、課題の

抽出や基盤強化の目標達成のための実現策について、引き続き検討を行います。 

施設の共同化

（浄水場、水質試験センター・緊急時連絡管等）

■ 複数の水道事業等による事業統合（水平統合）

■ 同一の経営主体が複数の水道事業等を経営

■ 中核事業による管理の一体化

■ 管理組織への業務の共同委託

■ 水道用水供給事業による受水団体の管理の一体化

■ 共用施設の保有

■ 緊急時連絡管

■ 災害時等の応援協定

イメージ（概念）
を広げた

水道広域化

■ 水道用水供給事業と水道事業の統合（垂直統合）

事業統合

経営の一体化

管理の一体化

従来までの
水道広域化
のイメージ

 

出典：「水道広域化検討の手引き」（平成 20 年 8 月、公益社団法人日本水道協会） 

 

図４.２ 新たな水道広域化のイメージ 
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（３） 水道料金水準の検証と見直しの取組 

（これまでの取組みと課題） 

 コスト縮減等の取組を行ってもなお不足する財源について、2020（令和４）年

10 月使用分より、料金算定期間を令和４～７年度までの４年間として、料金の

改定（前回改定：1997（平成９）年）を行っています。これにより収支や企業

債残高対給水収益比率等の数値が改善しています。 

 

（今後の取組み） 

 今後は４年に 1 度、決算状況や企業債残高、資金残高の状況等を踏まえて、料金

改定の必要性について検証・検討するものとします。 

 料金体系について見直しを行います（口径別料金体系の導入）。 

 

（４） 人材育成と技術継承による組織力強化 

（これまでの取組みと課題） 

 本市では、1988（昭和 63）年度末に水道技能職員制度が廃止され、現在の水

道技術職員は庁内技術部局への異動対象者となっているため、熟練職員からの技

術継承が困難な状況となっています。このような状況に対し、外部研修などの受

講による技術職員の研鑽を進めているところですが、水道特有の技術の習得には

時間を要するものも多く、取り組みをより効果的に強化していく必要があります。 

 行政組織の合理化に伴う人員削減が進んだことの影響もあり、将来の水道事業の

担い手となる若手職員の減少が顕著化するなどの問題が生じています。 

 施設の維持管理や設備の故障などの対処については、技術職員が中心となって管

理業務委託及び修理業務委託を行い、24 時間体制により対応をしているところ

ですが、今後は老朽化施設等の増加に伴い、大規模な破損事故や重大な事故が発

生することや巨大地震災害による広域被害等も予想されるなど、迅速で的確な対

応が困難となるおそれがあります。 

 

（今後の取組み） 

 水道技術職員個々の技術力を早急に向上させるために、漏水などの突発的な事故

に伴う修理や漏水調査などの現場業務を職場全体で行い、緊急時における対応力

や判断力等多くの水道技術における知見について経験できるように取組みます。 

 有益な外部研修を積極的に受講するとともに、研修内容について技術職員全体で

共有化されるような体制を構築します。 

 不足する技術力等を補う手段として、民間の技術力やノウハウの活用、広域化・

広域連携の取組内容の検討においても、人材育成や組織力の強化について併せて

検討します。 
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（５） コスト縮減策等その他の取組 

（これまでの取組みと課題） 

 工事コストの縮減策としては、建設工事にかかる工法や使用資材の見直しによる

建設費用の最小化に努めています。しかし、近年の物価高騰や人件費の上昇が著

しく、工事費用が増大しています。 

 収益性を高めるため、未収金の縮減や遊休資産の売却・貸付、余裕資金の有効活

用などを検討してきました。 

 滝の宮送水場のポンプについて、CO2 排出量や使用電力量削減のため、エネル

ギー効率の良い機器を導入しました。 

 今後もコスト縮減や収益性の向上に努めていく必要があります。 

 

（今後の取組み） 

 引き続き、業務の効率化や事務事業の見直しを行うとともに、未収金の縮減や遊

休資産の売却・貸付、余裕資金の有効活用などを検討していきます。 

 アセットマネジメントを推進し、今後の水需要の減少を踏まえて、施設・設備の

ダウンサイジングやスペックダウンに取り組みます。 

 公用車を削減するとともに、電気自動車の導入を検討します。 

 今後の施設や設備の更新の際に、エネルギー効率の良い機器の導入等、ＧＸの取

組を積極的に推進し、省エネルギー化とコスト縮減に努めます。 

 

 
図４.３ 整備中の滝の宮送水場 
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第５章 投資・財政計画 

第 3 章で示した方向性に基づき、重要度や優先度を踏まえた上で、投資の合理化をめ

ざした「投資計画」と財源確保を見据えた「財政計画」を検討し、収支均衡を図った「投

資・財政計画」を策定します。 

 

1 投資計画 

（1）中長期的な更新需要の見通し 

厚生労働省「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引

き」〔2009（平成 21）年 7 月〕で示されているアセットマネジメント手法を用

いて、現況の水道資産に対する中長期的な更新需要の見通しを試算します。 

投資計画における更新基準は、構造物・設備の場合、厚生労働省が公表している

「実使用年数に基づく更新基準の設定例」を参考にして表 5.1 のように、管路の

場合は、厚生労働省の参考資料の他、先駆的に公表されている他市の設定事例を参

考にして表 5.2 のように設定し、これらを基に点検や実際の施設や管路等の状況

を踏まえて更新需要を見込んでいます。 

 

表 5.1 主な構造物及び設備の更新基準 

工  種 法定耐用年数(年) 更新基準(年) 

構造物※1 
建築 38～50 
土木    58 

70 

設備※2 

機械 

ポンプ 16 30 
滅菌・薬注設備 10 20 
排水処理設備 16 26 

電気 

受変電・配電設備 16 30 
直流電源装置 16 20 
非常用電源設備 16 25 

計 装 8～10 21 
※1：耐震補強での対応が難しい構造物は法定耐用年数での更新と設定。 

※2：使用実績が少ない設備類（監視カメラなど）は法定耐用年数での更新と設定。 

 

表 5.2 主な管路の更新基準 

種 別 管 種 
法定耐用 
年数(年) 

更新基準 
(年) 

配水管 

鋳鉄管 38 38 

ダクタイル鋳鉄管 38 80 

ダクタイル鋳鉄管(耐震)、ポリエチレン管 38 100 

鋼管、塩化ビニル管 38 60 
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（2）投資計画の基本的な考え方 

投資計画の策定にあたっては、次に示す 3 つの基本的な考え方に基づき、投資の合

理化を図ります。 

 

① 重要度・優先度を考慮した整備・更新 

② 施設・管路のダウンサイジング（スペックダウン） 

③ 施設・管路の長寿命化 

 

①重要度・優先度を考慮した整備・更新 

施設の耐震化にあたっては、重要度の高い施設を優先して整備を進めていきます。

また、管路の更新・耐震化にあたっては、管路更新・耐震化計画で定めた優先度を

もとに計画的な整備を行うことで、費用対効果の高い投資を行います。 

 

②施設・管路のダウンサイジング（スペックダウン） 

施設や管路の更新にあたっては、今後の水需要減少を踏まえて、ダウンサイジン

グ（統廃合）やスペックダウン（性能の合理化）を行います。 

 

（水源・施設） 

水源能力は現在 80,840m3/日を有していますが、実績ではその半分程度を利用

している状況です。これは、井戸の特徴として過剰に取水すると揚水量が低下する

おそれがあるためでもあります。この状況は今後も続く見通し（表 5.3 参照）で

あるため、渇水時も含め、適正な揚水量確保に留意しつつ、統廃合を検討します。 

 

 

表 5.3 水源利用率の見通し 

水源数 水源能力 計画取水量 2028年度 利用率
給水区 推定値 対能力 対計画値

（井） （m3/日） （m3/日） （m3/日） （％） （％）

① ② ③ ④ ⑤=④/② ⑥=④/③
川西給水区 9 25,100 22,100 12,000 47.8% 54.3%
上部給水区 7 35,740 38,000 19,100 53.4% 50.3%
川東給水区 6 20,000 18,600 10,400 52.0% 55.9%

計 22 80,840 78,700 41,500 51.3% 52.7%
※2028年度推定値は、2016年度実績の年間取水量比で按分した値。  
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（管路） 

本市水道の管路は、第 5 次拡張事業（計画 1 日最大給水量 68,140m3/日）の

計画初年度にあたる 1975（昭和 50）年度頃から第 6 次拡張事業（計画 1 日最

大給水量 78,200m3/日）の計画期間途中となる 2001（平成 13）年度頃までに

布設した管路が多く、水需要予測で推定した 2028 年度値（1 日最大給水量

41,500m3/日）とそれぞれの計画 1 日最大給水量を比べると、第 5 次拡張事業

から 39％の水量減少（68,140m3/日→41,500m3/日）、第 6 次拡張事業から

47％の水量減少（78,200m3/日→41,500m3/日）となっています。 

仮に管路口径を 1 ランク縮小した場合、流量は口径によって 25～53％の減少と

なり、第 5 次拡張事業や第 6 次拡張事業からの減少割合に近い値となります（表

5.4 参照）。 

そのため、管路更新にあたっては、今後水理的な検証をもとに口径縮小を行い、

費用の削減を図ります。 

 

表 5.4 口径縮小に伴う流量・費用の減少割合（試算） 

口径のスペックダウン例 流量の減少割合 費用の削減割合
（1ランクダウン） （％） （％）
φ600→φ500 37% 25%
φ500→φ450 25% 13%
φ450→φ400 27% 13%
φ400→φ350 30% 13%
φ350→φ300 33% 13%
φ300→φ250 40% 13%
φ250→φ200 43% 13%
φ200→φ150 53% 14%

※流量はどの口径も同一の動水勾配で計算。

※費用は「水道事業の再構築に関する施設更新費用算定の手引き」（厚生労働省）

　をもとに算出。

※φ100以下は消火用水量確保の観点からスペックダウンの検討対象外とする。  

 

③施設・管路の長寿命化 

（構造物・設備） 

定期的な点検や診断をもとに劣化状況を把握することで、法定耐用年数を超えた

使用（長寿命化）を図ります。また、点検・診断結果をデータベース化することで、

更新基準年数の見直しに活用します。 

 

（管路） 

管路は目視による劣化状況の把握が困難です。そこで、漏水調査をもとに、漏水

多発箇所を優先した更新を行うことで、管路の長期利用（長寿命化）を図ります。
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（3）今後 10 年間の投資計画 

今後 10 年間の投資計画は以下のとおりとします。 

この投資計画は、施設及び基幹管路の耐震化を加速化し、第 6 次長期総合計画等

で設定している数値目標を達成するための計画としています。事業規模は、配水池

（金子山、清住、瑞応寺）の耐震化・長寿命化に対する投資として約 13 億円、そ

れに伴う基幹管路の整備に対する投資として約 18 億円を見込んでいます。 

また、新山根給水区拡大に関連する管路整備、重要給水施設への配水管の耐震化、

道路整備等に係る配水管の新設及び老朽管の更新・耐震化に対して約 50 億円の投

資を見込んでいます。 

さらに、水源施設の設備更新も含め、総額で約 127 億円余りの投資を見込んで

います（表 5.5 参照）。 

 

表 5.5 今後 10 年間の事業計画（税込み金額） 

概算事業費 整備年次

（百万円） 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

配水池 金子山配水池 636 ### ### ### ### 0 0 0 0 0 0

耐震化・長寿命化整備（①）清住配水池 420 0 ### ### ### ### ### ### ### ###

瑞応寺配水池 240 0 ### 0 0 ### ### ### 0 0 0

小計 1,296 ### ### ### ### ### ### ### ### ### ###

①に関連する管路整備 導水管 547 ### ### ### ### ### ### ### ### ### ###

送水管 905 ### ### ### ### ### ### ### ### ### ###

配水管 355 ### ### ### ### ###

小計 1,807 ### ### ### ### ### ### ### ### ### ###

新山根給水区拡大に 導水管 8 ###

関連する管路整備 配水管 303 ### ### ### ### ###

小計 311 ### ### ### ### ### 0 0 0 0 0

重要給水ルート耐震化整備 配水管 264 ### 0 0 0 ### ### ### ### ### ###

その他管路整備（新設） 配水管 1,010 ### ### ### ### ### ### ### ### ### ###

その他管路整備（更新） 配水管 3,428 ### ### ### ### ### ### ### ### ### ###

水源地等設備更新 4,660 ### ### ### ### ### ### ### ### ### ###

合計 12,776

事業メニュー

 

※上記の金額に人件費等の事務費を加算したものを財政シミュレーションに使用します。 

※今後、管路口径のスペックダウンなどを検討することで、さらなる費用削減をめざします。 
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（４）今後実施予定の主要な事業について 

  ①構造物 

金子山配水池の耐震化・長寿命化及び場内配管整備を実施し、その後、清住配水

池の耐震化に着手する予定です。併せて、関連する基幹管路の整備も行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1 金子山配水池全景 

②管路 

2015（平成 27）年度に供用を開始した新山根配水池系給水区の区域拡張に向

け、必要な配水管の布設、城主水源地のポンプ増強等の整備を行い、渇水時等の吉

岡水源地の負担を軽減し、安定給水を図ります。 

また、災害拠点病院等の重要給水施設までの給水ルートについて、配水管の耐震

化を優先して整備します。 

その他、国道・県道・市道等の道路整備に伴う管路の新設、下水道事業による支

障管移設に伴う布設替え、漏水多発路線の布設替え等により、管路の更新・耐震化

を図ります。 

 

③設備 

中央監視システム、電気計装設備、ポンプ設備等について、計画的に更新を行い

ます。 

 

  ④今後検討予定の取組等について 

本市唯一の離島である大島へ上水道を供給している海底配水管について、布設か

ら 40 年が経過し、更新時期が迫っていることなどから、管種・管径及び工法等に

ついて検討を行う予定です。 
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◆災害に備えた防災対策 

 

水道施設は、生活に欠かせない重要なライフラインです。 

しかし、東日本大震災をはじめ、熊本地震、能登半島地震では、水道施設の破損

等による断水で、多くの地域で長期間に渡って生活に大きな影響が出ました。 

 

新居浜市では、近い将来、発生が懸念されている南海トラフ巨大地震等の災害に

備え、特に重要な配水池までの基幹管路や配水池等の施設の耐震化を進め、被災し

ても、被害は最小限に抑え、素早い復旧が可能な水道施設を目指します。 

投資計画に盛り込まれている、耐震化関連の整備を計画的に実施すると、本市の

配水池及び基幹管路の耐震化率は次のように上昇する見込みです 

 

 

 

 

 

管路や構造物などの耐震化のほか、今後も、耐震化工事が予定されている配水池

では、緊急遮断弁の整備を行います。 

 

 

 

 

 

また、応急給水栓の設置を予定しています。 

 

 

 

 

 

 
緊急遮断弁（新山根配水池）  応急給水栓 

年度 施設区分 耐震化率 

令和 

４年度 

配水池 71.4％ 

基幹管路 41.9％ 

年度 施設区分 耐震化率 

令和 

15年度 

配水池 90.0％以上 

基幹管路 55.0％ 

応急給水栓とは 

被災した場合、地域の方の手で、いち早く給水所を開設し、給水を開始でき

る設備。 

緊急遮断弁とは 

配水池に設置され、地震などで管路が破損した場合、自動で、配水池の水道

水の流出を防ぐもの。 
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2 財政計画 

「1 投資計画」で設定した今後 10 年間の投資計画をもとに、財政収支の検討を行

います。 

 

（1）財政計画の基本的な考え方 

財政計画の策定にあたっては、次に示す 3 つの基本的な考え方に基づき、財源の確

保に努めます。 

 

① 当年度純利益の確保 

② 自己資金の確保 

③ 企業債残高の抑制 

 

①当年度純利益の確保 

今後も健全な経営を維持するためには、毎年の事業活動で発生するコスト（収益

的支出）を料金収入等（収益的収入）でまかなえる状況（当年度純利益が発生：収

益的収入－収益的支出の結果がプラス）でなければなりません。 

しかし、コスト縮減などの取組みを行ったうえで、それでも不足する財源に対し

ては、水道料金改定の検討が必要となります。なお、水道料金を改定する場合には、

利用者間の負担の公平性に配慮しつつ、資産維持に必要となる経費を見込み、料金

体系（用途別→口径別など）も含め、４年ごとに料金の検証・見直しを行います。 

 

②自己資金の確保 

全国的に災害が頻発しており、被災時には一時的に収入が途絶えることも想定し

ておかなければなりません。そのため、最低でも現在の給水収益の 6 ヶ月程度に

相当する１０億円を確保することとします。また、今後の更新需要への備えという

観点から、現行水準（１２億円程度）の維持を目指すものとします。 

 

③企業債残高の抑制 

企業債は、世代間の負担を平準化する役割もありますが、今後の人口減少社会を

見据えると、次世代への過度な負担は避けなければなりません。 

そのため、企業債残高は、一時的に増加することがあっても、計画期間内には、

給水収益に対する企業債残高の割合において目標数値としている 250％程度に相

当する、約４８億円程度まで抑制することとします。 



40 

 

（2）今後１０年間の財政計画 

①計算条件 

財政シミュレーションでは、2022（令和 4）年度までが決算値、2023（令和

5）年度が決算見込値、2024 年度以降が計算による予測値となっています。主な

項目の計算条件は、次のとおりです（表 5.6 参照）。 

表 5.6 財政シミュレーションの主な計算条件 

種

別 
区分 項目 設定 

業

務

量 

  
年間給水量 

年間有収水量 

「第 2 章 1 水需要の状況」で使用した予測 

収

益

的

収

支 

収入 

営業 

収益 給水収益 

年間有収水量×供給単価 

今後の人口減少を反映した有収水量と、2022(令和４)年 10

月からの料金改定を反映した供給単価によって計上 

その他 2020～2022 年度の実績をもとに計上 

営業外 

収益 

長期前受金 戻

入 

投資計画に基づいた見込により計上 

その他 
引当金戻入益は直近の実績により計上し、その他について

は 2020～2022 年度の実績をもとに計上 

特別利益 2020～2022 年度の実績をもとに計上 

支出 

営業 

費用 
人件費 

2023 年度は人勧分の上昇を見込み、その後毎年上昇率

0.2％を見込む 

維持管理費 
2023 年度は直近の実績値により見込み、その後、毎年物価

上昇率 0.2％を見込む 

動力費、薬品費 
2023 年度は直近の実績値により見込み、その後の単価に

ついて、毎年上昇率 0.2％を見込む 

修繕費、材料費 
2023 年度は直近の実績値により見込み、その後、毎年物価

上昇率 0.2％を見込む 

減価償却費 

取得済み資産の予定額＋新規取得資産分 

※新規取得資産分は耐用年数を「構造物」58 年、「機械・電

気設備」16 年、「管路」38 年で計算 

営業外 

費用 
支払利息 

発行済み企業債の予定額＋新規発行分の利息を計上 

※新規発行分は年利率 2～2.5％、償還期間 30 年で計算 

その他 2020～2022 年度の実績をもとに計上 

特別損失 2020～2022 年度の実績をもとに計上 

資

本

的

収

支 

収入 

企業債 （事業費－工事負担金－その他収入）×起債率 

※起債率は投資計画によって適宜設定 

工事負担金 下水道事業に伴う支障水道管移設工事の予定額をもとに

設定 

その他 見込まない 

支出 

事業費 

 

「第 5 章 1 投資計画」の「（3）今後 10 年間の投資計画」の

事業費によって計上 

企業債償還金 

 

発行済み企業債の予定額＋新規発行分 

※新規発行分は年利率 2～2.5％、償還期間 30 年で計算 

その他 見込まない 
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②財政計画 

給水収益 

給水収益は人口減少の見通しに基づく有収水量を基に算出しています。2022(令

和４)年 10 月から料金改定を行ったことで、給水収益は 1６.３億円まで回復し、

2023(令和５)年度には、年間を通じて改定後の料金収入となることから 18.7 億

円まで増加します。その後は、今後 10 年間の投資計画に基づき、計画通り事業を

執行した場合に見込まれる資金残高、企業債残高等を考慮し、必要な資金の確保が

難しくなる 2026(令和８)年度に約７％程度の料金改定を見込んで財政計画を作

成しています。（図 5.2 参照）。料金改定を行う際には、今後の決算状況や資金及

び企業債の残高等を踏まえて改めて算定を行います。 

  

図 5.2 財政計画における給水収益（税抜き） 

 

当年度純利益 ※当年度純利益＝収益的収入－収益的支出 

2022(令和４)年 10 月からの料金改定により給水収益が回復したことから、純

利益についても 2023(令和５)年度にかけて増加しています。また、2026(令和

８)年度には料金改定を見込んだ財政計画としているため、純利益が増加していま

すが、その後は有収水量の減少に伴って給水収益が減少することから、純利益も減

少傾向となります。（図 5.3 参照）。 

  

図 5.3 財政計画における当年度純利益 
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供給単価 

供給単価は、2022(令和４)年度の料金改定により 151.4 円/m3 となり、

2026(令和８)年度にさらに約７％程度の改定を行うものとすると 161.5 円/m3

となります。（図 5.4 参照）。 

 

図 5.4 財政計画における供給単価と給水収益 

 

 

建設改良費（事務費含む）及び資金残高 

事務費を含めた建設改良費の推移については、図 5.５のとおりとなります。目標

数値とした基幹管路の耐震化率を達成するための計画では、事業費については

2024（令和６）年からの 10 年間で約 135 億円余りとなります。このうち、事

務費（10 年間で約 8 億円）及び中央監視システムや各送水場水源池のポンプ等の

電気設備等に係る費用（10 年間で約 44 億円）下水道整備に伴う管路の支障移設

分として発生する費用（10 年間で約 16 億円）を除くと、実質的に更新需要へ充

てられる金額は約 67 億円となりますが、このうち基幹管路及び配水池の耐震化関

連工事分が約 30 億程度、その他に漏水対策や道路関連工事などが含まれます。更

新を行う施設や管路に優先順位をつけて更新を実施し、耐震化及び老朽化対策を進

めつつ、最低 10 億円程度の資金残高を確保することが可能です。なお、事業費が

増える 2023(令和５)年度以降、資金残高は 10 億円程度まで落ち込むものの、事

業費の額が減少する 2029(令和 11)年度以降には徐々に回復する見込みとなって

います（図 5.5 参照）。 
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図 5.5 財政計画における建設改良費と資金残高 

 

企業債残高 

企業債残高の抑制を行うため、これまでも新たな借り入れは企業債償還元金を限

度とし、徐々に残高は減少しています。また、事業費が増加する予定の 2024(令

和６)年度以降は残高が横ばいとなる見込みですが、その後事業費が減少する

2029(令和 11)年度以降は、徐々に残高が減少する見込みです。 

なお、給水収益に対する比率においては、10 月より料金改定を行った 2022（令

和４）年度が 340％、通年を通して改定後の料金収入が入ってくる 2023（令和

５）年度には、297％程度と大幅に減少する見込みですが、給水収益に対する企

業債残高の割合では、2021(令和３)年度の全国平均値（265％）及び類似団体平

均（236％）よりも高い状況が続いているため、引き続き企業債残高の抑制に努

めます。（図 5.6 参照）。 

 

図 5.6 財政計画における企業債残高 
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3 投資・財政計画 

「1 投資計画」と「2 財政計画」の内容をまとめると、投資計画においては、第六

次長期総合計画等で設定している、基幹管路の耐震化率等の目標を達成できる事業計画

とし、重要度の高い施設や管路を優先して更新を行います。必要な更新を確実に実施し

ていくことで、施設や管路の老朽化及び耐震化への対策を進め、事故等による断水リス

クを低減させます。 

また、これまでの借り入れによって増加した企業債残高は、将来世代への負担を減ら

すため、引き続き縮減につとめますが、大規模災害等に備えるため一定の資金残高（最

低 10 億円程度）を確保する必要があるため、事業費の増加などにより最低限の資金の

確保が難しくなる 2026（令和８）年度には約７％程度の料金改定を見込んだ財政計

画としています。投資の合理化を図った上で、必要な財源を企業債のみに頼ることなく

資金残高を確保し、持続的な経営を行います。なお、料金改定にあたっては、直近の決

算状況等を踏まえて改めて算定を行います。 

以上のことから、老朽化、耐震化対策を中心として優先すべき事業を絞り込み、施設

や管路を健全な状態で次世代へ引き継げるよう更新を行い、将来世代へ過大な負担を残

さないために企業債残高を抑制しながら、大規模災害等に備えた資金残高を確保できる

投資・財政計画を基本として、本市水道事業の基盤強化を目指します。 

なお、投資・財政計画の詳細は次ページ以降に示すとおりです。本計画は、検討時点

での条件をもとに計算したものです。今後は、経営の効率化を進め、財源不足額の縮減

に取り組んで行きます。 
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投資・財政計画 
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（３）原価計算表 

 

布設年月日 昭 和 29 年 3 月 10 日

給水人口 112,285人

計算期間 令和8年4月～令和12年3月

（4年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

1,876,740 1,964,089 1,964,089

0 0

317,540 297,389 297,389

2,194,280 2,261,478 0 2,261,478

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

148,571 161,416 161,416

福 利 費 等 52,029 51,667 51,667

退 職 給 付 費 25,000 13,750 13,750

175,000 169,516 169,516

2,831 2,713 2,713

14,176 24,228 24,228

213,181 214,440 214,440

704,283 824,355 824,355

44,492 35,021 35,021

122,123 183,902 183,902

1,501,686 1,681,008 0 1,681,008

57,908 62,195 62,195

0

0

57,908 62,195 0 62,195

1,559,594 1,743,202 0 1,743,202

431,657

2,174,859

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.90

＜料金水準についての説明＞

料 金 (X)

原価計算表

収　　入　　の　　部

項 目

金　　　　　　　　額

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目

金　　　　　　　　額

営
業
費
用

給 料 ・ 手 当

動 力 費

修 繕 費

委 託 料

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

資
本
費
用

支 払 利 息

そ の 他

資 産 減 耗 費

人
　
件
　
費

薬 品 費

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

・費用の項目については一括で表記した。
・資産維持費は次期料金算定期間にあたる令和８～１１年度の年度末償却未済額(見込)の３％(水道料金算定要領の標準)として算出した。
・投資・財政計画上では一定の料金改定を見込んだ料金収入を計上しているが、３％の資産維持費を計上して試算を行った場合は、料金対象経費に対し
て料金収入で賄える割合が９０％となり、１０％の不足が見込まれる。料金改定の検討を行う際には、決算状況や資金残高等を検証しつつ、実態に即して
料金の検討を行う必要がある。

小 計
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第６章 経営戦略のフォローアップ 

本経営戦略は、PDCA サイクルに基づいてフォローアップを図ります。具体的には上

下水道局内での検証作業を毎年実施するとともに、3～5 年毎にそれまでの進捗を評価

した見直しを行います（図 6.1 参照）。なお、検証にあたっては、表 6.1 に示す数値目

標をもとに実施します。 

 

 
 

 

 

 

図 6.1 PDCA サイクルによるフォローアップ 

 

表 6.1 数値目標 

項 目 経営指標等 
実績値 

（2022 年度） 

中間目標値 

（2028 年度） 

目標値 

（2033 年度） 
設定理由 

経常損益 経常収支比率 125.19％ 100％以上 100％以上 黒字経営を維持する 

債務残高 
企業債残高 

対給水収益比率 
340.10％ 275％以下 250％以下  

施設の 

耐震化状況 
配水池耐震化率 71.4％ 80％以上 90％以上 

金子山、清住配水池

の耐震化 

管路の 

耐震化状況 

基幹管路耐震化率 

（耐震適合管含む） 
41.9％ 50.0％ 55.0％ 

基幹管路を優先して

耐震化を推進する 

経営戦略の策定 

事業の進捗 
改善の検討 

目標達成状況の確認 

3～５年毎

にそれまで

の進捗を評

価して計画

を見直す 

毎年度、各種取り組みの 

達成状況を確認・検証。 

経営指標等によ

る進捗管理 



49 

 

【参考資料】用語集 

 

あ行 

アセットマネジメン

ト 

資産(アセット)を効率よく管理・運用(マネジメント)する、とい

う意味があり、水道事業においては、将来にわたって水道事業

の経営を安定的に継続するための、長期的視野に立った計画的

な資産管理のこと。 

維持管理費 水道施設を日常的に管理・運営するために必要な経費。  

遠方監視制御システ

ム 

上下水道局監視室に設定している監視制御システムのことで、

市内のすべての水源施設を２４時間遠隔で監視を行い、万が一、

水質異常などが発生した際には早期の把握と対応が可能なよう

一元的な管理を行っている。 

応急給水・応急復旧計

画マニュアル 

大規模災害の発生時に取るべき体制と、復旧までの対応をマニ

ュアル化したもの。 

か 

拡張事業 水道事業の創設された戦後から、町村合併期の市内各所の簡易

水道事業の合併期による事業の拡大と、その後の都市化の進展

による事業推進のために、本市では第１次(昭和３５年度)～第

６次(～平成１２年度)までの間、多くの管路や施設の整備を行

った事業のこと。 

官民連携 

 

民間の創意工夫等を活用し、行政と民間が連携して維持管理な

どを行うこと。 

管路 導水管、送水管、配水管等の水道管の総称。 

管路経年化率 法定耐用年数を超過した管路の割合を表す指標で、数値が高い

ほど老朽化が進んでおり、水道管の破損や漏水のリスクが高ま

る。 

管路更新率 管路の延長に対して、その年度に更新された管路延長の割合を

示すもので、管路更新の執行度合いを示す指標。この数値が１％

であれば、全ての管路の更新に１００年必要で、１％より数値

が小さければより長く、大きければ更新に係る年数は短くなる。 

基幹管路 最も重要な水道管で、導水管、送水管、配水本管を併せた総称。 

企業債  建設事業の資金として借り入れる借入金のこと。  

企業債残高 毎事業年度末の企業債の残高のこと。 

企業債残高対給水収 給水収益（料金収入）に対する企業債残高の割合のことで、比
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益比率 率が低いほど借入金の残高規模が少ないことを表す指標。 

基本水量 水道料金体系において、用途ごと(家庭用、業務用、大口用等)

に定められた基本料金の範囲内となる使用水量のこと。本市の

基本水量は、家庭用及び業務用が10㎥/月、大口用は300㎥/

月。 

給水区 水道事業が水道水を供給し、事業を行っている区域のこと。本

市では川西、川東、上部の３つの給水区があり、それぞれの区

域内に整備している水源から取水し各家庭へ給水している。 

給水原価 有収水量１㎥ あたりについて、必要な経費のこと。 

供給単価 お支払いいただいた水道料金1㎥ あたりの平均単価のこと。 

クリプトスポリジウ

ム検査 

塩素などの化学薬品に対する抵抗性があり、浄水施設で除去又

は不活性化できなければ、腸管に感染し、下痢や腹痛を引き起

こす病原微生物。発生すると水道水を介して感染被害が拡大す

る恐れがあるため、水質維持のため必要に応じて検査を行う。 

経営健全化  支出の削減や収入の確保等の取り組みによって、経営状況を改

善すること。  

経営戦略 各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくた

めの中長期的な経営の基本計画のこと。 

経営比較分析表 例年総務省が実施している決算状況調査の数値を基に、経営及

び施設の状況を示す経営指標を算出して取りまとめたもの。経

営指標の経年比較や類似団体との比較を行い、現状や問題を明

確に把握するとともに、経営状況の説明に活用すること等を目

的として策定し公表される。 

計画取水量 水道施設の設計や運営に必要な水量の見積もりのことで、水需

要予測による需要傾向などを把握して決定される。 

経常収支比率 当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収

益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているか

を表す指標。黒字であるためには100％以上必要。 

減価償却費  建物、構築物、機械器具、車両運搬具などの資産を、時の経過

によって減少する価値を費用収益対応の原則に基づいて、各年

度に費用として配分すること。  

建設改良費 固定資産の新規取得や、固定資産の機能を高めるため、あるい

は耐用年数を延長させるために要する費用のこと。 

広域連携  周辺の自治体と共同で水道事業を運営することを指す。  

公営企業  地方公共団体が特別会計を設けて運営する事業。  

構造物 固定資産の分類のひとつで、水道事業では配水池や送水場など
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の土木構造物が代表的な資産。他に、管路や機械・電気設備な

どの資産に分類される。 

さ 

資産維持費 事業を今後も安定的に継続していくためには、事業に必要な施

設を維持していく必要があるが、資産維持費は将来の更新投資

に備えた資金確保を行い、健全な運営を継続的に行うため、中

長期の効率的な更新計画等に基づき、維持すべき資産に適正な

率を乗じて算定し、料金に含めたもの。水道料金算定要領（日

本水道協会）では３％を標準としている。 

資本的収支  サービスの提供を維持及び経営規模の拡大を図るために要する

諸施設の整備、拡充等の建設改良費や企業債元金償還金等の支

出及びそれに充てられる収入のこと。  

収益的収支 一事業年度の企業の経営活動に伴い発生する全ての収益とそれ

に対応する全ての費用。 

償還金  建設事業費の資金として借り入れた企業債の償還(返済)元金と

支払利息の総称。 

水源能力 水源から採取できる最大の水量のこと。 

水質基準検査項目 水道水が、省令で定められた水質基準に適合するように水道事

業者は定期的な水質検査を行う必要があり、５１の基準検査項

目から成る。 

水道基盤強化計画 「水道広域化推進プラン」における広域化の推進方法や当面の

具体的内容を踏まえ、基本方針をもとに、広域連携の計画区域

を定め、具体的な連携内容や整備内容を定めるもの。 

水道広域化推進プラ

ン 

市町村の実施する水道事業について市町村の区域を超えた広域

連携を推進するため、国の通知によって都道府県に対し、令和

４年度末までに策定が求められたもので、愛媛県では令和３年

度中に取りまとめ、令和４年度に策定・公表されたもの。 

水道事業基本計画 人口減少による有収水量の減少が続く中、水道事業が抱える諸

課題の解決に向け、施設の統廃合やダウンサイジングによる再

構築とコスト縮減を図る目的で令和２年度に策定された計画。 

スペックダウン 設備や機器の能力を下げることを指す言葉で、水道事業におい

ては、人口減少によって水の需要が減ってきているのに合わせ

て、ポンプ施設などの処理能力等を下げて更新の際のコストを

縮減することで、ダウンサイジングと並列して使用される言葉。 

節水型水使用機器 水の使用量を従来の製品よりも減らすことができる、シャワー
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やトイレ、水栓などの機器のこと。 

総括原価(方式) 水道料金は事業に必要な原価に基づいて算定を行う必要があ

り、原価には人件費などの営業費用や支払利息等の資本費用が

含まれるが、それらの合計を総括原価という。また、料金算定

期間内の料金収入と総括原価が等しくなるように料金の設定を

行うことを総括原価方式という。 

送水管 送水場で消毒した浄水を、高台にある配水池まで送るための水

道管のこと。 

送水場・中継場 水道水をより高台の配水池まで中継し、送水するためのポンプ

施設のこと。 

た 

耐震化・老朽化対策 大規模な災害に備えて、被災しても水道施設が機能を失わない

ように、古くなった施設を更新する際に、揺れに強い管にした

り、補強工事を施したりすること。 

耐震化率 地震の際でも継手の接合部分が離脱しない構造となっている管

路を耐震管といい、基幹管路総延長の内、耐震管の割合を耐震

化率という。なお、耐震管以外で管路が布設された地盤の性状

を勘案して、耐震性があると評価できる管を耐震適合管という。 

ダウンサイジング 

 

サイズを小さくすることを指す言葉で、水道事業においては、

人口減少によって水の需要が減少するのに合わせて、施設や管

のサイズを小さくして更新の際のコストを縮減すること。 

地方公営企業法 水道事業、下水道事業等の地方公共団体の経営する企業（地方

公営企業）の組織、財務及び職員の身分について定めた法律の

こと。 

長期総合計画 今後本市が目指す将来像と、それらを実現するための中長期的

な方針を示したもので、まちづくりの最上位計画に位置付けら

れるもの。現在の第六次長期総合計画の計画期間は２０２１～

２０３０年度の１０年間。 

長期前受金（戻入） 償却資産の取得または改良に伴い交付される補助金等について 

「長期前受金」として負債に計上し、耐用年数に応じて毎事業

年度の償却部分に応じて「長期前受金戻入」として収益化する。 

長寿命化 

 

既存の施設の一部を活かしながら部分的に新しくすること。よ

り長く施設機能の継続的な維持・確保を行い、更新にかかるコ

ストの最小化を目指すこと。 
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独立採算制 水道事業の経営に要する経費は、地方公営企業法の適用のもと、

水道を利用するみなさまにお支払いいただく、水道料金を財源

として賄うものとする原則のこと。 

投資・財政計画 施設・設備に関する投資の見通しを試算した計画（投資試算）

と財源見通しを試算した計画（財源試算）を構成要素とし、収

支が均衡するように調整した収支計画のこと。 

導水管 水源池から取水した原水を送水場まで送るための水道管のこ

と。 

当年度純利益 毎年の事業運営で生じる総費用を料金収入などの総収益から差

し引いたもの。 

動力費 水道水を供給する水道施設(配水池のポンプ等)を稼働させるた

めに使用する電力等を支出するための勘定科目のこと。 

な 

新居浜市新水道ビジ

ョン 

国の新水道ビジョンで示された水道事業の理想像を実現するた

めに、本市の水道事業が中長期的な視点で目指す方向性と令和

３年度から８年間に取り組むべき施策などをまとめたもの。 

は 

配水管 高台にある配水池から給水区内の地域に、高低差による水圧に

よって自然流下で配水するための水道管。これらの配水管のう

ち、口径４００ｍｍ以上の管を配水本管という。 

配水池 消毒された水を一時的に蓄える貯水池のこと。この水が配水管

を通って給水区内に届けられる。 

包括的民間委託 受託した民間事業者が創意工夫やノウハウの活用により効率

的・効果的に運営できるよう、複数の業務や施設を包括的に委

託すること。PPPの1つの手法。  

法定耐用年数 地方公営企業法施行規則で定められている耐用年数のこと。 

補塡財源 資本的収入が資本的支出に不足する場合、その不足分の補填を

行うために企業内部に留保している資金のこと。 

ま 

水需要予測 今後の水道事業が安定的に事業を継続していくために、将来ど

れだけの水が必要となるのかを見積もったもの。この予測によ

って施設の規模や料金収入など、事業の中長期的な計画を立て

るための元になる予測のこと。 

や 

有形固定資産減価償 有形固定資産のうち、取得価格に対して減価償却累計額の割合
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却率 を算出することで、資産取得からどの程度経過しているかを把

握し、償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す

指標。資産の老朽化度合を示すもので、高いほど老朽化が進行

していることを示す。 

有収率 年間配水量に対する年間有収水量の割合を示すもので、老朽管

の更新などが進まず漏水が頻発したりやメーターの不感等の要

因で低下し、漏水対策が進むなどの要因で上昇する。 

ら 

流動比率 流動負債に対する流動資産の割合で示され、短期的な債務に対

する支払能力を表す指標。100％以上あることが望ましいとさ

れる。 

料金回収率 給水単価を給水原価で割ったもので、給水にかかった費用がど

の程度料金収入で賄えているかを表した指標。100％以上であ

れば給水にかかる費用を料金収入で賄えている状態であるとい

える。 

類似団体(類似事業

体) 

給水形態、給水人口規模、水源種別、有収水量密度について、

一定の条件に基づいて抽出した団体のこと。 

累積欠損金比率 営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等

でも補塡することができず、複数年度にわたって累積した欠損

金が存在する状態を表す指標。 

Ｇ 

ＧＸ(グリーントラン

スフォーメーション) 

地球温暖化による気候変動や自然災害に歯止めをかけることを

目的に“脱炭素（カーボンニュートラル（CN））”に関する取り

組みが推進されており、CNを達成するために、経済や社会シス

テムの全体を変革する動きのこと。 

Ｐ 

ＰＤＣＡサイクル 事業活動における生産管理や品質管理などの管理業務を円滑に

進める手法のひとつ。Plan (計画) → Do (実行) → Check(評

価) → Action (改善)の４段階を繰り返すことによって、業務

を継続的に改善する。 

ＰＰＰ  公共施設などの設計、建設、維持管理及び運営などに、民間の

資金と経営能力・技術力（ノウハウ）を活用し、公共サービス

の提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サー

ビスの提供を図ろうとする工業事業の手法。Public Private 

Partnerships の略。 



0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

               

               

新居浜市 上下水道局 

 
〒792-8585 愛媛県新居浜市一宮町 1-5-1 

Tel：0897-65-1330  Fax：0897-65-1335 

http://www.city.niihama.lg.jp/ 

©2014 近藤勝也 


